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研究成果の概要（和文）：本研究では、消費に係る「恒常所得仮説」の日本における現実妥当性を中核に据えつつ、各
種の世帯調査（『家計調査』、『消費生活に関するパネル調査』、『農業経営統計調査』等）、及び独自アンケートの
個票データを用いて、８０年代以降に生じた世帯構造や資産分布等の変化を特定し、またそれが消費者行動及び政策効
果に与えた影響を分析した。具体的には、①我が国における消費の恒常所得仮説の現実妥当性の検証、②日本的雇用慣
行の変化と個別世帯の生涯所得の推計、③遺産相続、及び退職一時金が世帯の恒常所得に与える影響の検証、等の実証
分析を行い、その結果を反映して構築したモデルで日本経済のマイクロ・シミュレーションを試みた。

研究成果の概要（英文）：This research project examines the evolution of income and asset distribution amon
g Japanese households from the mid-1980s to date, and evaluates its impact on household economic behaviors
. We used micro data from multiple sources, including the Family Income and Expenditure Survey, the Japane
se Panel Survey of Consumers, the Statistical Survey on Farm Management and Economy, as well as data from 
our own original survey about family relationships, retirement allowances, and intergenerational transfers
 in Japan. After constructing a panel dataset of individual households, we use it to examine several key q
uestions about consumer behaviors in Japan, including the validity of the permanent income hypothesis for 
Japanese consumers, and structural steadiness of the Japanese employment system. We also tried several mic
ro data based policy evaluation studies, in particular, studies concerning economic policy measures undert
aken by the Japanese government during Japan's Lost Decades. 
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１．研究開始当初の背景 
少子・高齢化の進展、晩・非婚化等を背景
に、我が国の人口・世帯構造は急激に変化し
ている。また、経済の自由化・グローバル化
は経済・社会構造の変化を促し、長期停滞の
下での「格差」や「貧困」が我が国経済・社
会の現状を論じる際のキーワードにもなっ
ている。こうした状況下において、日本経済
の今後について確かな展望を持ち、あるべき
政策・制度の方向性を打ち出そうとすれば、
マクロ係数の延長という発想が不適切にな
ってきていることは明らかで、「多様なミク
ロ経済主体の行動を把握した上での人口構
造を反映した加重和」という視点が欠かせな
い。しかし、日本では個票データの利用環境
の整備の遅れもあり、ミクロ主体の経済行動
を把握し、それらを統合する形で経済政策の
効果を評価したり、マクロ経済の展望を行う
ような分析はあまり行われてこなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、消費に係る「恒常所得仮説」
の日本における現実妥当性を中核に据えつ
つ、各種世帯調査の個票データを用いて 1980
年代以降に生じた世帯構造や所得・資産分布
の変化を特定し、それが消費者行動及び各種
の政策効果に与えた影響を分析した。その際、
複数の統計調査の個票データと本研究で新
たに実施するアンケート調査の回答を組み
合わせ、単一の統計だけからでは読み取れな
い家計経済の姿を浮き彫りにすることを目
標にした。具体的には、過去四半世紀におけ
る世帯保有資産のデータベースを構築した
上で、①日本における消費の「恒常所得仮説」
の現実妥当性の検証、②恒常所得と密接な関
係を有する日本的雇用慣行の変化と個別世
帯の生涯所得の推定、③遺産相続、及び退職
一時金が世帯の恒常所得、またその分布に与
える影響の検証、④その他の世帯経済行動
（例えば、インフレ期待の形成や震災後の混
乱期における消費者行動）に関するファクト
ファインディング、⑤本研究の実証分析から
得られた事実、もしくは推定パラメータ等を
踏まえた日本経済のマイクロ・シミュレーシ
ョン分析等を行うこととした。こうした作業
を通じ、我が国における世帯の経済行動の解
明に資するとともに、今後の政策立案に有益
な情報を提供することが本研究の目的であ
る。 
 
３．研究の方法 
本研究では、複数の統計・アンケート調査
の個票データを用いて実証分析を行った。そ
の際、個別世帯の経済行動を可能な限り包括
的に把握するため、複数の統計調査の個票情
報と本研究で新たに実施したアンケート調
査（「家族とくらしに関するアンケート」全
二回）の個票から得られる情報とを可能な限
り補完的に組み合わせ、単一の統計では読み
取りきれない家計経済の姿を描き出した。 

 世帯の保有する資産や所得、消費について
は総務省の『家計調査』の個票をベースとし
つつ、個別世帯を識別してパネルデータ化し
た上で分析を行った。また、保有する住宅の
価値については、最短距離法による国土交通
省『公示地価』とのマッチングに基づいた推
定を行った。更に、『家計調査』の世帯調査
期間が６ヶ月と短く、パネルとしての分析に
限界があることから、農林水産省『農業経営
統計調査』、家計経済研究所『消費生活に関
するパネル調査』、一橋大学経済研究所『く
らしと仕事に関する調査』等から得られる長
期パネルも活用した。 
この他、勤労者の賃金プロフィールや離職
状況の推定を行う際には、賃金・雇用につい
て膨大な情報が集積されている厚生労働省
『賃金構造統計調査』の個票を、消費者のイ
ンフレ期待形成に関する分析では内閣府『消
費動向調査』の個票を、更に、震災後の混乱
期における消費者行動の分析では、㈱インテ
ージから提供されたスキャンベースの個票
のパネルデータを活用した。更に、既存の調
査では十分な情報が得られない遺産相続、退
職一時金等の実態については、本研究で独自
に行った『家族とくらしに関するアンケー
ト』等の回答の個票で補完している。 
 本研究では、こうした複数ソースの個票デ
ータから得られる情報をデータベースとし
てまとめ、補完的に活用して我が国の家計経
済の全体像を描き出すとともに、恒常所得仮
説に代表される家計の経済行動に関する諸
仮説の検証に用いた。また、得られた基本統
計量やパラメータを活用し、将来の世帯の姿
に関するマイクロ・シミュレーションも試み
た。 
 
４．研究成果 
 本研究で行った実証研究から明らかにな
った成果のポイントは、以下の通りである。 
 
(1) 「恒常所得仮説」の検証 
世帯消費に関する「恒常所得仮説」の我が
国における現実妥当性を検証するため、①
（予期された）所得の季節変動の下での消費
の過剰感応度テスト、及び、②消費の退職パ
ズルの確認とそれを生み出すメカニズムを
明らかにする分析に取り組んだ。『家計調査』
の個票を活用した①の分析では、予期された
大きな所得変動に対し消費は反応しないと
いう欧米の研究とは異なり、我が国世帯の消
費は所得が大きくなる（ボーナス）月に若干
高まるという事実が統計的に確認できた。た
だ、そうして観察される消費の過剰感応の程
度は比較的小さく、また主として耐久財に集
中して観察されるため、非耐久財等では消費
の季節性は所得のそれとは独立に近い形に
なっている（恒常所得仮説とは矛盾しないパ
ターンになっている）ことが確認できた。 
『農業経営統計調査』に基づく退職パズル
の検証（上記②）では、我が国世帯の消費に



「退職パズル」のパターン（退職前後での消
費水準の不連続な低下）が明瞭に見いだせた
が、消費の低下は主として退職時点までに十
分な貯蓄の蓄積ができていなかった世帯に
集中しており、その意味では恒常所得仮説と
大きくは矛盾しない結果である可能性が示
唆された。ただ、貯蓄の不足を健康ショック
等の予想外のショックで説明できるのは一
部世帯に限られており、老後に向けて十分な
貯蓄を行わない近視眼的な世帯が存在する
可能性も否定することができなかった。 
 
(2) 日本的雇用慣行の変化と生涯所得の計測 
「恒常所得」の主たる構成要素になる個人
（ないし世帯）の恒常所得は、個人の働き方、
また働き先（勤務先）の賃金体系、雇用の安
定性等に依存している。そうした観点から、
『賃金構造基本統計調査』の個票を活用して
「日本的雇用慣行」の変化を分析した結果、
我が国では、年功賃金と終身雇用という二つ
の雇用慣行に同時的に変化が生じてきてい
ることが確認された。最も顕著だったのは、
近年における年功賃金プロファイルのフラ
ット化で、2000 年代半ばを超えると 40 歳代
以降の賃金上昇はほとんど見られなくなっ
ている。また、恐らくは賃金プロファイルの
フラット化を一因として、若年層において早
期離職者の割合が高まっていることも分か
った。こうした日本的雇用の変化は、個人の
生涯所得水準にも大きな影響を与える。『く
らしと仕事に関する調査』から構築されるパ
ネルデータを活用した推計によれば、2000 年
代に入って入職した世代の生涯賃金は 1990
年代に入職した世代のそれに比べ2割程度低
下する可能性があることが分かった。 
 
(3) 遺産相続、及び退職一時金の分析 
 我が国世帯の恒常所得を考える際に、影響
が大きいことは確実でありながら、データの
入手が困難であることから分析対象となり
にくいのが遺産、及び退職一時金である。そ
うした意識の下、本研究で実施した「家族と
くらしに関するアンケート」の個票等を活用
し、遺産、及び退職一時金の実態を明らかに
するとともに、それらが恒常所得に与える影
響の大きさの計測を試みた。 
遺産相続に関する分析結果によれば、裕福
な世帯ほど親からより多くの資産移転を受
けており、世代間移転によって格差が拡大す
る恐れがあることが分かったが、一方で、格
差拡大の量的な効果は限定的であった。退職
一時金については、勤続年数、企業規模、定
年退職といった要素が、退職金額に予想され
る通りの影響を与えており、世帯が有する退
職一時金に対する期待は（先輩世代が受け取
った）実績値のパターンでよく近似できるこ
とが分かった。 
 
(4) 世帯によるインフレ期待の形成と震災後
の混乱期における消費行動 

 世帯によるインフレ期待形成のあり様は、
経済政策（特に金融政策）が実体経済に与え
る影響の評価を大きく左右することから、近
年、関心が高まっている。本研究では、世帯
の経済行動と政策効果に関する分析の一環
として、『消費動向調査』の個票で世帯のイ
ンフレ期待形成パターンを分析した。その結
果によれば、日本の個別世帯によるインフレ
期待形成の実態は、合理的とは言えず、少な
くとも事後的に見て上方バイアスがあり、ま
た、専門家（プロ）による経済予測等、メデ
ィアを通じ容易に入手できるインフレ動向
に関する情報を即時に自らの期待に反映す
るということも十分行っていないことが分
かった。そうした合理的モデルからの逸脱は、
所謂「粘着情報モデル」（sticky information 
model）によって説明できる部分もあるもの
の、それでも説明しきれない点が多く残され
ている。 
 本研究の開始直前に生じた東日本大震災
は世帯の消費行動にも大きな影響を与えた。
震災直後に生じたパニック購買行動を市場
調査会社から提供された超高頻度データで
分析した結果、震災直後の首都圏での急激な
購買額の拡大は、その時期に購買行動を取っ
た世帯数の急増に基づくものであり、世帯当
たりの品目購入数や購入価格はあまり変化
していなかったことがわかった。また、その
際の購買行動は合理的な購買というよりは、
手当たり次第に物を買うという行動が見ら
れたことが分かった。 
 
(5) 結婚行動が世帯間経済格差に与える影響 
 本研究では、世帯経済に関するデータベー
スの構築、各種の実証分析と併せ、得られた
基本統計量やパラメータを活用したマイク
ロ・シミュレーションにも取り組んだ。とり
わけ注目したのは、近年における結婚行動
（世帯構造）の変化が、世帯の貧困に与える
影響である。我が国の社会保障システムは専
業主婦の夫婦世帯を標準に構築されている
ため、非婚化等でその範疇に収まらなくなっ
た世帯には十分なセイフティネットを提供
できない可能性が生じている。本プロジェク
トで構築したデータから得られた世帯構造
情報等を反映させて構築したモデルによる
マイクロ・シミュレーション（将来展望）の
結果を見ると、単身高齢女性世帯に大きな貧
困リスクを生み出すことになることが分か
った。 
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